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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成20年1月31日(2008.1.31)

【公開番号】特開2007-314753(P2007-314753A)
【公開日】平成19年12月6日(2007.12.6)
【年通号数】公開・登録公報2007-047
【出願番号】特願2006-264577(P2006-264577)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  63/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ 101/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  59/40     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   5/24     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ  63/00    　　　Ａ
   Ｃ０８Ｌ 101/00    　　　　
   Ｃ０８Ｇ  59/40    　　　　
   Ｃ０８Ｊ   5/24    ＣＦＣ　

【手続補正書】
【提出日】平成19年12月4日(2007.12.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エポキシ樹脂（Ａ）、熱可塑性樹脂（Ｂ）、固形樹脂微粒子（Ｃ）及び硬化剤（Ｄ）を
含むエポキシ樹脂組成物であって、該エポキシ樹脂組成物の硬化後の形態が、前記エポキ
シ樹脂（Ａ）及び熱可塑性樹脂（Ｂ）が共連続相を形成し、該共連続相における少なくと
も前記エポキシ樹脂（Ａ）の連続相中に前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が分散すると共に、前
記エポキシ樹脂組成物の硬化後に、ＡＳＴＭ　Ｄ５０４５－９１に準拠して測定される破
壊靭性値が、１．８ＭＰａ・√ｍ以上である繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項２】
　前記熱可塑性樹脂（Ｂ）が、分子末端に反応性官能基を有する請求項１に記載の繊維強
化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂（Ｂ）が、ポリエーテルスルホン樹脂の粒子及び／又はポリエーテル
イミド樹脂の粒子であり、その粒子径が２００μｍ以下である請求項１又は２に記載の繊
維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項４】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が、常温で固形のエポキシ樹脂、マレイミド樹脂、又はシア
ネート樹脂からなる請求項１、２又は３に記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物
。
【請求項５】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が、熱可塑性樹脂からなる請求項１、２又は３に記載の繊維
強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項６】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）を構成する樹脂の分子量が１０，０００～１００，０００で
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ある請求項１～５のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項７】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が、分子量１０，０００～３５，０００のエポキシ樹脂から
なる請求項１～４のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項８】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が、エポキシ当量１０００～８０００ｇ／ｅｑのビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂からなる請求項１、２、３、４、６又は７に記載の繊維強化複合材
料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項９】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が、分子末端にエポキシ基を有するフェノキシ骨格型樹脂か
らなる請求項１、２、３、４、６、７又は８に記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組
成物。
【請求項１０】
　前記フェノキシ骨格型樹脂の分子量が、５０，０００～６０，０００である請求項９に
記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項１１】
　前記フェノキシ骨格型樹脂のエポキシ当量が、８，０００～２０，０００ｇ／ｅｑであ
る請求項９又は１０に記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項１２】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）の粒子径が、前記エポキシ樹脂組成物の硬化後の形態におい
て、０．１～２μｍである請求項１～１１のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキ
シ樹脂組成物。
【請求項１３】
　前記硬化剤（Ｄ）が、ジアミノジフェニルスルホン及び／又は潜在性硬化剤からなる請
求項１～１２のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項１４】
　前記エポキシ樹脂組成物が、前記エポキシ樹脂（Ａ）１００重量部に対し、前記熱可塑
性樹脂（Ｂ）を２０～６０重量部、前記固形樹脂微粒子（Ｃ）を２～２０重量部配合する
請求項１～１３のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項１５】
　前記エポキシ樹脂組成物の昇温速度２℃／分における動的粘弾性測定による最低粘度が
１０～１５０Ｐａ・ｓである請求項１～１４のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポ
キシ樹脂組成物。
【請求項１６】
　請求項１～１５のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物をマトリックス樹脂として、強
化繊維と複合させた繊維強化プリプレグ。
【請求項１７】
　前記固形樹脂微粒子（Ｃ）の粒子径が、１００μｍ以下である請求項１６に記載の繊維
強化プリプレグ。
【請求項１８】
　前記マトリックス樹脂の含有量が３０～５０重量％である請求項１６又は１７に記載の
繊維強化プリプレグ。
【請求項１９】
　前記強化繊維が炭素繊維である請求項１６、１７又は１８に記載の繊維強化プリプレグ
。
【請求項２０】
　請求項１７～１９のいずれかに記載の繊維強化プリプレグとハニカムコアとを積層した
ハニカムサンドイッチパネル。
【請求項２１】
　前記ハニカムコアが、アラミドハニカム、アルミハニカム、ペーパーハニカム、ガラス
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ハニカムから選ばれるいずれかである請求項２０に記載のハニカムサンドイッチパネル。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　上記目的を達成する本発明の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物は、エポキシ樹脂
（Ａ）、熱可塑性樹脂（Ｂ）、固形樹脂微粒子（Ｃ）及び硬化剤（Ｄ）を含むエポキシ樹
脂組成物であって、該エポキシ樹脂組成物の硬化後の形態が、前記エポキシ樹脂（Ａ）及
び熱可塑性樹脂（Ｂ）が共連続相を形成し、該共連続相における少なくとも前記エポキシ
樹脂（Ａ）の連続相中に前記固形樹脂微粒子（Ｃ）が分散すると共に、前記エポキシ樹脂
組成物の硬化後に、ＡＳＴＭ　Ｄ５０４５－９１に準拠して測定される破壊靭性値が、１
．８ＭＰａ・√ｍ以上であることを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３３】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、その硬化物の破壊靭性値が、ＡＳＴＭ　Ｄ５０４５－
９１に準拠して測定する破壊靭性値が、１．８ＭＰａ・√ｍ以上であり、好ましくは１．
８～２．５ＭＰａ・√ｍであるとよい。エポキシ樹脂組成物の硬化物の破壊靭性値が、１
．８ＭＰａ・√ｍ以上であると、フィレット部分の靭性が高く、面板（プリプレグ）とハ
ニカムコアの自己接着後の剥離試験において、ハニカムコアの材料破断が生じるほど、剥
離強度を向上することができる。
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